
 
- 1 -

平成２０年度予算の概要説明 

（平成２０年２月７日記者発表：財政課長説明） 

 

それでは、平成２０年度予算案の概要につきまして、５０分程度、お時間をいただき、

ご説明させていただきます。 

１ページですが、「各会計予算総括表（案）」であります。 

この表の平成１９年度の欄につきましては、公営企業を除き、政策予算として編成いた

しました６月補正予算後の金額によりお示ししております。 

先ほどの市長からもございましたが、平成２０年度の一般会計予算は４６８億円となり、

前年度予算に比べ２億９千万円、０．６％の減となっております。 

 

２行目の特別会計では、総額１２５億円で、前年度予算に比べ５８億６千万円、 

３１．８％の減となっております。 

この特別会計の減につきましては、次の行の国民健康保険特別会計で、本年４月からの

７５歳以上の被保険者が後期高齢者医療制度に移行することなどに伴い３億９千万円の減

となり、２行飛ばしまして、老人保健特別会計では、老人保健制度が本年３月で終了する

ことから、平成１９年度の医療費の支払い分などで６億４千万円の計上となり、前年度に

比べ６２億１千万円、９０．６％の減となり、２行飛ばしまして、後期高齢者医療特別会

計では、６億６千万円が皆増となっております。 

 

後期高齢者医療特別会計につきましては、保険料の徴収は市の特別会計で実施いたしま

すが、医療費等の支払いは道内の全１８０市町村で構成する「北海道後期高齢者医療広域

連合」で行いますこととなり、平成２０年度から老人保健特別会計での医療費相当額が市

の会計を通らないこととなりますことから、特別会計全体で見まして、この分が大きく減

少した理由であります。 

また、一番下に掲載しております公営企業会計を加えた「総合計」では、平成２０年度

予算の総額は７４０億円あまりとなり、前年度予算に比べまして５５億円、６．９％の減

となっております。 

 

次に、２ページですが、一般会計予算であります。 

１ 歳入予算では、増減欄でありますが「一般財源」で１０億４千万円の増、「特定財

源」では１３億４千万円の減となっております。 
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また、歳出予算では、「経常費」で７千万円、０．３％の増、「臨時費」では１３億２千

万円、７．３％の減、「投資的経費」では、９億５千万円、１９．５％の増となっており

ます。 

 

次に、３ページでありますが、歳入予算の内訳では、歳入科目は一番左側、４ページ

では、前年度の増減として、予算額と一般財源、特定財源の増減額と伸び率をお示しして

おります。 

 

この増減欄のうち、真ん中の「一般財源（Ｂ）―（Ｅ）」の欄をご覧いただきまして、

１番市税では、前年度に比べまして、２億２千８百万円、１．６％の減少を見込んでおり

ます。 

これは、個人市民税で本年度からの税源移譲見込み額が、当初予定額を下回ったことや

平成２０年度の給与所得の減少が見込まれることなどから、前年度より２億２千万円の減

を見込んだことなどによるものであります。 

 

次に６ 地方消費税交付金では、前年度に比べ５千万円の減少を見込んでおりますが、

これは国からの最終交付の３月分について、国に対する消費税の納付期日である１１月末

日が日曜日であることから、約１月分の地方消費税の減が見込まれることによるものであ

ります。 

 

１１ 地方交付税では、普通交付税で、前年度に比べ３億円の増としております。 

 

１５ 国庫支出金では特定防衛施設周辺整備調整交付金で６千７百万円の増、次の再編

交付金は新設で４千５百万円の皆増、２行飛ばしまして、地域住宅交付金では公営住宅建

替事業費の増加により一般財源として４億７千万円の増を見込んでおります。 

 

続きまして、中段から下の、１９繰入金でありますが、１行目の財政調整基金繰入金で

は、左側の３ページの「平成２０年度」「予算額（Ａ）」で１２億９，８００万円を計上し

ております。 

この内訳ですが、次の行で収支不足分として４億円、その下の行ですが、第４工業団地

６億９千万円、土地開発公社への未払金分として２億円の合計８億９千万円を財政調整基

金の取り崩しにより措置することとしております。 
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次の公共施設整備基金繰入金で６億９千万円の計上ですが、これは、特定財源で、第４

工業団地の造成等に係る借入金を、先ほどの財政調整基金繰入金６億９千万円とともに、

基金を財源として、基金からの借入金を償還するため取崩し額を計上しております。 

 

次に、地方交付税と臨時財政対策債の合計でありますが、１番下の段で「再掲」として

お示ししており、平成２０年度予算額は左側のページですが４３億６千万円を計上し、平

成１９年度の４１億円に比べ、２億６，０００万円、６．３％の増とし、１番目の市税の

減少相当額などの増加分を見込んでおります。 

なお、平成２０年度から地方交付税制度の中で「地方と都市の共生」の考えのもと、地

方税の偏在是正により生じる財源を活用して、地方の自主的・主体的な活性化施策として、

「地方再生対策費」が創設されましたが、当市におきましては地方交付税で１億３千万円

を見込んでおります。 

 

次に、５ページ、６ページでありますが、これは歳出予算の款別の状況であります。 

 

６ページの増減欄でありますが、まず、３款の民生費の投資的経費で６億４，０００

万円の減は、子育て総合支援センター整備事業費の皆減などによるものであります。 

 

次に、８款の土木費の投資的経費で１７億２，４００万円の増ですが、これは、公営住

宅建替事業費とＣ経路まちづくり事業費の増などによるものであります。 

 

次に、１２款の諸支出金の臨時費ですが、前年度に比べ１４億６００万円の減となって

おります。これは、土地開発公社への貸付金が、今年度予算の１３８億円から企業誘致に

よる分譲などで、平成２０年度は１１１億円と２６億６，６００万円が減少したことと、

第４工業団地造成などのため過去の基金借入金を、基金を財源に全額償還する予算１３億

９，１００万円を新たに計上したことなどによるものであります。 

 

次に、７ページ、８ページでありますが、平成２０年度予算案に計上しました主要な

施策を「新長期総合計画」に沿って５つに分類したもので、表中、左側の番号の次の２重

丸が重点施策、ひし形が投資的経費、星印が新規事業を表しております。 

それぞれの内容につきましては、後ほどご説明いたします。 
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続きまして、９、１０ページと１１、１２ページは重点施策の体系で、平成２０年度

からは、引き続き、第２期として取り組むこととしております。この取り組み期間は３年

間とし、これまでの５施策に新たに１１ページの上段ですが、「環境」を加え６施策とし

ております。平成２０年度は５２事業ですが、このうち、新規事業は１０件であります。 

重点施策の合計予算額でありますが、１２ページの一番下の右側で、１１億５，２００

万円を計上しております。 

 

次に、１３ページでありますが、「経常費、臨時費等の概要」であります。 

この表は、基本的に本年度の６月補正予算後の比較による前年度増減額で、お示しして

おり、市長公約は概要の中で星印を付けております。 

この中で、特徴的な部分につきまして、予算の内容の欄を中心にご説明させていただき

ます。 

 

まず、２つ目の「市民協働事業補助金」新規でありますが、市提案型で４事業に対し、

補助しようとするものです。 

 

次の「中国・長春市訪問事業費」新規ですが、市制施行５０周年事業として、市民団体

が主体となり、友好親善都市である長春市等に市民訪問団として市長・議長が公式訪問し、

当市の観光ＰＲ活動などを行うものであります。 

 

次の「在日米軍訓練移転対策経費」新規は、本年度に引き続き訓練などの実態調査を行

う経費を計上しております。 

 

次の「市制施行５０周年事業費」も新規ですが、記念式典を９月７日、記念事業を７月

１３日に文化センターで行おうとするものであります。 

 

次の「指定管理者制度業務経費」新規ですが、平成２０年度から外部委員３名に係る経

費を計上しております。 

 

次の「自衛隊体制維持要望活動事業費」新規は、本年度に引き続き、活動経費を計上し

ております。 
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次の「人事評価システム導入経費」ですが、平成２０年度から部長職、次長職の評価の

試行を行うこととしております。 

 

次に「新地方公会計制度導入事業費」新規は、本年度に引き続き、財政状況の更なる透

明化、明確化を図るための経費を計上しております。 

 

続きまして、１４ページですが、「地方公営企業等金融機構出資金」新規ですが、「公

営企業金融公庫」が、本年１０月１日に廃止され、地方公共団体が共同して新たに「地方

公営企業等金融機構」を設立する予定でありますことから、標準財政規模と貸付残高を基

礎とし、全国の全自治体が応分の割合で出資するものであります。（政策金融改革） 

 

次の「新長期総合計画策定業務経費」新規は、平成２３年度から１０年間の新たな計画

策定で、策定期間は平成２０年度から３年間を予定しております。 

 

次の「地域公共交通利用促進事業費」新規ですが、バス利用の活性化や地域の公共交通

のあり方など検討し、環境の観点を加えた交通施策を実施しようとするものであります。 

 

次の「ジュニア・エイト・サミット開催事業費」新規は、「Ｊ８サミット２００８千歳

支笏湖」に係る関連経費を計上しております。 

 

１つ飛ばしまして、「防犯・交通安全市民活動促進事業費」新規ですが、現在ご審議い

ただいております「防犯・交通安全条例」が施行した際の防犯・交通安全推進会議の設立

や、ホームページ、パンフレットなどの関係経費を計上しております。 

 

次に「エコカレッジ制度」新規ですが、子どもたちを対象に、環境に関する行事参加な

どに対し、検定等を行い、称号を与えるものであります。 

 

次に「チーム・マイナス６％の普及」新規は、環境省の温室効果ガス排出量６％削減の

プロジェクトに市も加入し、市民への登録を促進するとともに、６月２８日に環境フェ

ア・イン・千歳として、市民ホールで啓発活動などを行うものであります。 
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１５ページをお開き頂きまして、１つ目の「第２次環境基本計画策定業務経費」新規

ですが、平成２３年度から１０年間の新たな計画策定で、策定期間は平成２０年度から３

年間を予定しております。 

 

２つ飛びまして、町内会連合会補助金は増額で、住民組織活動補助金を現行１世帯あた

り２４０円から２９０円とし、５０円の引き上げを行うとともに、市町連補助金も８万円

の増額をしようとするものであります。 

 

１つ飛びまして、「災害時要援護者名簿電算システム開発委託料」新規ですが、これは

災害時要援護者支援対策の推進を図るため名簿を作成するものであります。 

 

続きまして、１６ページの１つ目「子ども医療費助成事業費」ですが、現在、市では、

小学校就学前までの年齢要件で医療費の助成を行っておりますが、道が対象年齢を拡大し、

本年８月から小学１年生から６年生までの入院費のみの助成を行う予定としております。 

市としては、この６年生までの入院費の拡大とともに、これに市独自事業として小学３

年生までを対象として、入院外、調剤、歯科等に係る医療費の助成を行うものであります。 

実施時期は、８月診療分からで、課税世帯については、自己負担３割のうち入院２割、

入院外１割相当額を助成し、非課税世帯については、自己負担３割のうち初診料自己負担

額を除いた額を助成しようとするものであります。 

（現行：本人１割負担、改正後：入院本人１割負担、入院外本人２割負担） 

 

１つ飛びまして、「子育て総合支援センター施設管理経費」新規は、４月オープンの

「ちとせっこセンター」の管理経費であります。 

 

次の「子育て支援ホームページ作成」新規は、平成２０年度に子育て支援に関するホー

ムページを作成するものであります。 

 

次の「千歳市子育て支援後期計画策定」新規は、平成２２年度から後期５か年計画を策

定するものであります。 

 

次の２つは、千歳保育所民営化による千歳春日保育園の開設関連経費であります。 
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次の「地域子育て支援センター運営事業費」と、次の「学童クラブ」と１つ飛びまして、

「児童館費」は、何れも「ちとせっこセンター」オープンに伴う新設施設の開設運営経費

であります。 

 

１７ページをお開きいただきまして、１つ目の「救急急病医療業務委託料」は増額で、

土曜日、休日祝祭日、年末年始の単価を引き上げようとするものです。  

 

次の「救急医療啓発経費」は、市民に救急医療の現状や適切な受診方法などの周知を図

るため、救急医療フォーラムの開催や、救急医療の利用割合の高い小児救急に関わる「救

急医療ハンドブック」を作成するなどの経費を計上しております。 

 

次の「食育推進計画策定」新規は、食育基本法に基づき平成２０年度中に計画を策定す

るものであります。 

 

次の「インフルエンザ予防接種（７５歳以上分）」新規は、後期高齢者医療制度の開始

により７５歳以上の方が国保から外れることとなりますが、これまでどおり市独自事業と

して、自己負担を３００円とし、接種率の向上に努めることとしております。 

 

次の「麻しん風しん予防接種推進事業」新規は、平成６年の予防接種法の改正により予

防接種を１度しか受けていない世代の免疫を確保するため、中学校１年生と高校３年生を

対象に５年間、予防接種を実施するものであります。 

 

次の「健康診査等委託料」新規は、個別健診で、平成２０年度から特定健診が各医療保

険者に義務化されることから、検査項目が重複する総合健康診査は終了し、「がん検診

（胃がん、肺がん、大腸がん）」を新規に実施するものであります。 

 

次の「健康診査等委託料」新規は、集団検診で６５歳以上の市民を対象に、特定健診、

生活機能評価、各種がん検診を、市民の利便性や健康指導などの観点から、健康推進課に

おける集団健診として、健診の一元化を図ることとしております。 

 

次の「後期高齢者健診自己負担免除」新規は、市独自事業として健診の自己負担分１割

を免除とし、無料にしようとするものであります。 
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次の「４０歳未満健診」新規は、現在３９歳未満の女性を対象に実施している「さわや

か健診」を男性にも拡大しようとするものであります。 

 

次の「７０歳以上のがん検診等の自己負担免除」新規は、７０歳以上のがん検診などが、

老人保健法の廃止により自己負担が発生することとなりますが、当市では、この自己負担

分を免除し、無料としようとするものであります。 

 

次の「５歳児発達チェックリスト」新規は、「軽度発達障害」の早期発見のため、今年

度チェックリストを作成し、平成２０年度から５歳児の保護者に配布することとしており

ます。 

 

次に「電動生ごみ処理機等購入補助金」新規ですが、電動生ごみ処理機５０台分を購入

額の２分の１、20,000円を限度に、また、コンポストなどの購入に対しては、3,000円を

助成しようとするものであります。 

 

次に、１８ページの２つ目「グリーン・ツーリズム施設整備補助金」新規は、農家レ

ストラン、直売所などの施設整備に対し、その費用の２分の１を助成するもので、助成額

は１農家につき、５００万円を上限とし、２０年度から３年間実施するものであります。 

 

次の「畜産防疫費助成制度」新規は、家畜伝染病が発生し、又は感染の疑いが生じた畜

産農家に対し、その治療費又は検査費の２分の１を助成するもので、助成額は１伝染病に

つき２０万円を限度としております。 

 

次に２つ飛びまして「ヒメマスふ化場管理運営委託料」新規ですが、これは支笏湖漁業

協同組合に当該業務を委託しようとするものであります。 

 

次の「工業等振興条例補助金」は、工業等振興条例による助成で１億９千万円あまりの

助成を予定しております。 

 

次の「空き店舗対策事業補助金」ですが、現在のＴＭＯが新規に開業しようとする商業

者に対する店舗改装費や家賃の助成制度に加え、商店街との関わりを深めるため、商店街

が行う取り組みなどに助成を拡大しようとするものであります。 
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次の「商業活性化アドバイザー派遣事業補助金」新規ですが、「商業アドバイザー制

度」を活用する商店街等に対し、派遣経費の一部を助成しようとするものであります。 

 

次に、１９ページをお開きいただきまして、３つ目の「ポロピナイ休憩所管理経費」

新規ですが、本年４月供用開始を予定しております。 

 

１つ飛ばしまして、「ピクニック広場電動カート導入経費」新規ですが、青葉公園ピク

ニック広場に電動カート１台を常備しようとするものであります。 

 

次に「耐震改修促進計画策定業務経費」新規は、国が平成２７年までに耐震化率を現行

の７５％から９０％に引上げることを目標としていることから、耐震改修促進計画を策定

し、耐震性の向上を図ろうとするものであります。 

 

１つ飛ばしまして「防災訓練事業費」は、初動対応実動訓練を９月２０日に実施しよう

とするものであります。 

 

次の「自主防災組織整備資機材等購入費」ですが、資機材を貸与する対象を、コミュニ

ティ単位から町内会単位に拡大するもので、７町内会への貸与を予定しております。 

 

次の「変圧器ＰＣＢの保管等に係る経費」は、再利用を目的として保管しているコンデ

ンサーなどについて、室蘭市内ある道内の廃棄受入体制が整い、当市分の受入が平成２１

年度以降になる見込みとなったことから、適正保管しようとするものであります。 

 

２０ページですが、１つ目の「特別支援教育支援員の増」は、配置校を４校から１２

校にしようとするものであります。 

 

１つ飛びまして「道立高等養護学校誘致期成会負担金」新規は、誘致要望活動等に係る

経費を計上しております。 

 

次の「心の教室相談員の追加配置」は、相談員の配置校を３校から１３校にしようとす

るものであります。 
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次の「図書の充実」は、これまでの図書の購入に加え、図書館の図書を活用し、更なる

学校図書の充実を図るものであります。 

 

１つ飛びまして「「サケのふるさと館」経営改善等方策策定業務委託料」新規は、ふる

さと館の今後の運営策の検討にあたり、経営改善の可能性、経営戦略等の計画立案をコン

サルタントに委託する経費を計上しております。 

 

次の「化学物質過敏症対策検討委員会経費」新規ですが、これは、市内小中学校におけ

る化学物質による児童生徒の健康への影響を未然に防ぐため、当該委員会を設置し、対応

マニュアルを作成することとしております。 

 

次に「スポーツ振興備品・施設等整備事業費」新規は、体育協会の平成１８年度の収益

金による補助金の減額相当分により、スポーツ備品及び施設の整備を行おうとするもので

あります。 

 

次の「指定管理者移行検討業務委託料」新規は、温水プールの指定管理者制度導入に伴

い、経営改善等の検討をコンサルタントに委託する経費を計上しております。 

 

次に、２１ページをお開きいただきまして「基金貸付金償還金」新規は、第４工業団

地における財政調整基金及び公共施設整備基金からの貸付金１３億９千万円を、それぞれ

の基金の取崩しにより償還し、全額完済しようとするもので、この内容は、別添のカラー

印刷の用紙をご覧願います。 

 

１枚目は、第４工業団地の概要でありますが、当該団地は平成３年度から造成に着手し、

平成５年度に３８．５ｈａを換地処分したもので、保留地処分までのつなぎ資金として、

左側の①とその下ですが、当初、土地開発公社の未払金９億２，７００万円、財政調整基

金借入金１１億５，８００万円、公共施設整備基金借入金６億８，２００万円の合計２７

億６，９００万円となっておりました。 

これが、右側の②ですが、現在２２億９，１００万円となり、その内訳は、公社の未払

金８億９，９００万円、財政調整基金借入金６億９，８００万円、公共施設整備基金借入

金６億９，３００万円となっております。 
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次のページをご覧いただき、このうち、基金の状況ですが、左側が今年度末見込みのも

ので、財政調整基金は基金残高１７億１，２００万円に対し、現金が１１億９，１００万

円、第４工業団地への貸付金が元金分だけで黄色の部分ですが、５億２千万円となってお

り、公共施設整備基金につきましても、同様、基金残高１５億９，１００万円に対し、現

金は９億円あまりとなっております。 

 

今回、この黄色の部分の元金５億２，０００万円と６億８，２００万円に利子分、下の

赤いプラスの下の四角ですが、１億８，８００万円を加えた１３億９，１００万円につき

まして、真ん中の平成２０年度予算措置ですが、現金をそれぞれの基金から取り崩し、こ

れを歳入に予算計上し、歳出でこれを財源として、全額返済しようとするものであります。 

 

これにより、基金残高が現在の現金残高と一致することとなり、財政調整基金では１１

億９，１００万円、公共施設整備基金では９億８００万円となります。 

 

これは、平成１７年度で土地区画整理事業特別会計を廃止し、一般会計に編入しました

が、この際、基金の整理を行わなかったことから、財政調整基金と公共施設整備基金の管

理会計である一般会計との間に貸し借りの関係が残っている状況であります。 

 

このことから、平成２０年度予算におきまして歳入歳出それぞれに１３億９，１００万

円を計上することにより、基金からの借入金を全額償還し、債権債務を相殺しようとする

内容であります。 

 

平成２０年度予算に計上した理由につきましては、昨年６月の「地方公共団体財政健全

化法」の施行や「新公会計制度」の導入など、財政の透明性、明確性が求められている現

状等を勘案し、市民への説明責任を果たすため、実体に近い形への会計処理に整理しよと

することが主な理由であります。 

 

また、仕組み的には、現行の一般会計は、現金主義を採用しているため、基金に返済に

必要な現金残高がないと今回の返済に係る予算措置ができないこともあり、現在の財政健

全化対策が順調に進捗しているなど、現金の基金残高が一定程度、確保されてきたことな

どもあります。 
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実質的には、貸付金という債権が土地に変わったものありますが、当市におけます現在

の企業誘致等の状況は好調であり、今後この分譲等の推進により対応してまいります。 

 

なお、公共施設整備基金の処分につきましては、基金条例の改正を予定しております。 

 

予算編成説明資料に戻って頂き、２１ページの２つ目ですが、これは「土地開発公社

貸付金」で、今年度の自動車部品メーカー国内最大手企業の進出などにより、前年度１３

８億４，０００万円に比べ２６億円減の１１１億７，３００万円を計上しております。 

 

１つ飛びまして「本庁舎トイレ改修工事費」以降は、【施設改修関係】であります。 

 

２２ページの中段から下は「歳入関係」、次の段は「債務負担行為」をお示ししており、

２３ページは指定管理者、民間委託、再編交付金関係であります。 

 

 

２４ページは特別会計で、老人医療制度が廃止され、一番下の後期高齢者医療特別会

計は新設であります。 

 

次に、２５ページですが、これは「投資的経費」の一覧であります。 

 

まず、２つ目の事業で「泉沢向陽台住宅用地購入事業費」ですが、 

これは、平成６年取得の文京地区の土地開発公社への未払金の償還で、平成２０年度予

算では２億５，０００万円を計上しておりますが、このうち、５，０００万円は市有地売

払収入を、残りの２億円は、土地開発公社の「経営健全化計画」に基づき今年度の決算剰

余金の一部を財源に、償還をしようとするものであります。 

 

次に２つ飛びまして「第４工業団地用地購入事業費」新規ですが、これは、当該団地の

分譲による土地売払収入やリース料を、基金借入金の償還から土地開発公社への未払金に

充てようとするものであります。 

 

次に２つ飛びまして「北信濃コミュニティセンターバリアフリー改修事業費」新規で、

身体障害者用トイレ設置、屋根、外壁などの改修を予定しております。 
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続きまして、２７ページをお開きいただきまして、上から３つ目の「（仮称）北陽地区

児童センター整備事業費」新規ですが、児童館の建設用地などを検討するため土地鑑定、

用地確定測量を計上しております。 

 

次に１つ飛びまして「廃棄物処理施設改良事業費」は、焼却処理場の維持補修費に対す

る起債措置が新たに認められましたことから、新規事業として計上しております。 

 

次に「第３埋立処分地監視設備設置事業費」新規ですが、最終処分場の火災発見や利用

者の利用状況の把握などのため、監視カメラ２台を設置しようとするものであります。 

 

次の「破砕処理施設整備事業費」は、来年度は実施設計を予定しております。 

 

次の「農業用掘削機更新事業費」は、市所有のパワーショベル２台のうち、小型の方の

更新であります。 

３つ飛ばしまして「観光案内板等整備事業費」新規ですが、これは道道１６号、支笏湖

公園線沿いの蘭越付近に観光歓迎看板１基を設置しようとするものであります。 

 

次の「道路用地確定・用地取得事業費」のうち、道路中心点網整備は再開で、日の出地

区地図整備は新規ですが、何れも平成２０年度から５年間で計画的に実施しようとするも

のであります。 

続きまして、２９ページをお開きいただきまして、上から２つ目「市道整備事業費」

ですが、事業内容の５行目で「再編交付金事業」で平成２０年度の再編交付金４，５００

万円につきましては、全額７５Ｗ地区内の道路整備、５４５メートルへの充当を予定して

おります。 

 

１つ飛びまして「東８線道路整備事業費」新規は、信濃小学校の横の歩道設置と道路整

備を行うものであります。 

 

次の「千歳駅周辺交通バリアフリー地区整備事業費」新規は、千歳駅周辺交通バリアフ

リー基本構想に基づき特定道路の整備を行うもので、千代田町のマナベ医院横の歩道拡幅

を行うものであります。 
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次の「東７線道路整備事業費」新規は、日本高圧コンクリート横の道路整備を行うもの

であります。 

 

次の「スタッドレスタイヤ対策事業費」新規は、仲の橋通りの文化センター横の下り坂

カーブの整備であります。 

 

次に５つ飛ばしまして「Ｃ経路まちづくり事業費」５億４７０万円で、平成２０年度は

Ｃゾーン管理センター実施設計、防災学習交流センター建築などを予定しております。 

 

１つ飛びまして「みどり台緑化重点地区整備事業費」新規ですが、みどり台地区の公園、

緑地などを計画的に整備しようとするもので、街区公園の実施設計と公共施設管理者負担

金による用地購入を計上しております。 

 

続きまして、３１ページをお開きいただきまして、 

上から２つ目の「グリーンベルト活性化事業費」ですが、つどいの広場、お祭り広場の

老朽化施設の改修、花壇造成、点字ブロックによるバリアフリー化などとともに、グリー

ンベルト全体の活性化基本構想を策定しようとするものであります。 

次の「電線類地中化事業費」ですが、国道３３７号の地中化関連工事等とともに、仲の

橋通りの事業化可能調査を実施するものであります。 

 

次の「２９号通整備事業費」から「９線中通整備事業費」までの新規４事業は、北陽高

校前土地区画整理事業と仮称あずさ土地区画整理事業に関連し、隣接する道路整備事業で

あります。 

 

次は「公営住宅建替事業費」で、「北栄団地」では、１８、１７号棟の建築、仮称「緑

町団地」では１号棟の実施設計と用地購入など、「いずみ団地」では、１、２号棟の建築

等を予定しております。 

 

次に２つ飛びまして「高規格救急自動車購入事業費」は更新であります。 

 

続きまして、３３ページをお開きいただきまして、上から４つ目の「小学校大規模改

修事業費」で日の出小、信濃小、北進小中学校の３校を予定しております。 
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次の「小学校耐震化改修事業費」は、設計を桜木小、千歳小、補強工事を日の出小、信

濃小学校を予定しております。 

 

１つ飛びまして「中学校大規模改修事業費」は、北斗中学校を予定しております。 

 

次の「富丘中学校分離校建設事業費」新規は、基本構想を策定しようとするものであり

ます。 

 

１つ飛びまして「埋蔵文化財センター移転整備事業費」は、旧長都小中学校跡地の活用

で、実施設計、内部改修等を予定しております。 

 

次の「移動図書館車更新事業費」新規は、ブックンの更新で、リフト付きのトラック型

の車両を予定しております。 

 

２つ飛びまして「青葉球場整備事業費」新規は、ダッグアウト２基、スコアーボード等

の改修、内野の土入替を実施することとしております。 

 

次に、３５、３６ページは特別会計予算の状況で、３７、３８ページは各種大会一覧、

３９、４０ページは体協関連の大会予定表、４１から４６ページまでは、市政施行５０

周年記念事業一覧で全２０事業を予定しております。 

 

４７、４８ページは、本年４月にオープンする子育て総合支援センター、ちとせっこ

センターの概要とサービス内容などをまとめたものであります。 

 

４９ページは財政健全化対策の概要で、一番下ですが、３億円の歳出抑制等の目標額

に対しまして、１億円上回る４億８００万円あまりの抑制が図れた結果となっております。 

 

右側の５０ページは、財政健全化対策との比較でありますが、横にしてご覧いただき

まして、この表は全て一般財源でお示ししておりますが、 

１行目の歳入ではＢ欄で昨年８月の財政収支見通しでは前年度に比べ６，８００万円増

で見込みましたが、結果的にはＤ欄の予算案では、この見込みより９３，０００万円減と

なり、Ｆ欄ですが、前年度より２，５００万円の減となっております。 
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また、２行目の歳出では、Ｂ欄で前年度より２億５，５００万円増が見込まれ、これを

Ｃ欄で健全化目標として、３億円の圧縮目標を掲げましたが、 

Ｄ欄ではこの３億円を１億９，９００万円上回る４億９，９００万円となり、Ｆ欄です

が、前年度より２億４，３００万円の減となっております。 

 

この結果、一番下の７行目ですが、本年度政策予算後の財源不足額６億１，８００万円

に対しまして、Ｄ欄ですが、４億円の不足額に止まったところであります。 

なお、この中で６行目の投資的経費の政策的経費ですが、今年度の財政健全化対策の目

標額５億円に対し、Ｄ欄で４億４，８００万円となり、平成１７年度からの財政健全化期

間での累計では４年間で２０億円以内に止まった結果となっております。 

 

５１ページは再編交付金の概要で、下段に平成１９年度の３月補正予算の予定事業を

お示ししており、交付金内示額４，４６４万６千円に対する事業として、コミュニティセ

ンター改修促進事業で、鉄東、富丘、北進、単独費として、北信濃のコミセンの４館の耐

震診断を計上する予定でありまして、この結果により耐震補強やリニューアルなどを実施

しようとするもので、２つ目には７５Ｗ地区の道路整備、測量調査を予定しております。 

 

また、平成２０年度予算につきましては、交付金４，５００万円を見込み、先ほどの道

路整備を実施しようとするもので、２か年合計で事業費１億８４０万円を予定しておりま

す。 

 

次に５２ページは、水道事業会計、５３ページは、下水道事業会計、５４ページは、

病院事業会計の予算案をお示ししております。 

 

５５ページ以降は負担金、補助及び交付金調書を掲載しております。 
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次に、お手元に配付させて頂いておりますＡ３版縦の「障がい福祉施策に係る平成２０

年度予算の歳出科目及び小事業名の見直し」についてであります。 

 

これは、これまでの身体障害者、知的障害者、精神障害者の障害種別ごとに制定されて

おりました個別法から、国の障がい者施策として、３障害を共通の制度とすることなどを

目的とした障害者自立支援法が、平成１８年４月１日に施行しましたことから、これまで

の障害ごとの目の区分を廃止し、障害福祉費に一元化を図ろうとするもので、表中、現行

が平成１９年度の予算措置で、移行後が平成２０年度予算の内容をお示ししております。 

 

次に、平成２０年度重点施策の冊子でありますが、こちらは、平成２０年度予算に係る

重点施策をとりまとめたものであります。 

 

以上が、平成２０年度各会計予算の概要であります。 


